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第 1 章 序論 
 
1.1. 背景 
 
地球温暖化に伴う国家戦略として、低炭素化社会づくりという背景から、温室効果ガス
(CO2)排出削減などによる、先端的低炭素化技術開発が急務とされている。実際に、地球温
暖化の防止対策として、日本全体では 2050 年までに CO2排出の 50%削減を目指しており、
群馬県でも地域エネルギービジョンとし、新エネルギー活用について、「マイクロ水力発電」
及び「バイオマスエネルギーの利用」についての導入を示している。 
また、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災での福島第一原子力発電所の事故以降、発電技
術のあり方や、電力使用法などを見直す考え方が広まって来ており、環境にやさしく、且
つ安全な発電方法が望まれている。その中で、注目されているのがエネルギーハーベステ
ィング技術と[1],[2]いう、使用されていない、もしくは捨てられているエネルギーを回収し
て、電気エネルギーに変換する技術である。その中で、太陽光発電、風力発電は実用化が
進んでいるが、尐ない発電量、効率的発電周波数の狭さに起因して、振動発電[3],[4]に関し
ては 、社会実験などによる試験的な試みとして一部利用されてきている程度である。特に
振動源を多く有する自動車分野では、その実用化例は極めて尐ない。 
一方、自動車分野では低排出ガス化・高燃費化が責務となりつつある。自動車分野は、
振動エネルギーが豊富であり、CO2の排出が多く低炭素化効果が大きく、振動発電導入によ
る効果が大きい。近年では、LED やモータ、ワイヤレス通信機器などにも低消費電力機器
が導入されてきているが、振動発電デバイスの実用化例は極めて尐ない。そこで、振動発
電低消費電力デバイスに対するセルフパワード技術、すなわちバッテリーによる電源供給
ではなく、ハーネス不要で分散した発電・供給技術の要求も強く、振動発電デバイスによ
るエネルギー回生技術が望まれる。現在、対象分野となる運輸部門の CO2 排出量は 2009 年
において約 2.3 億 t である。本課題で開発する振動発電システムを自動車に搭載し、車両
振動エネルギーを電気エネルギーとして回生することで、燃料消費量を 3%低減できれば年
間約 7 百万 t の CO2 低減が可能となる。これにより、日本の年間温室効果ガス排出量削減
目標(CO2 換算)の 9%低減が達成できる。また、セルフパワード技術による配線の不要化、
同デバイスによる振動低減効果なども考慮すると、それ以上の効果がえられると期待でき
る。 
このように、エネルギーハーベスティング技術として、ひとつの電力源となり得るデバ
イスの開発の要求は高く、導入対象とする自動車分野でも、無駄に消費されているエネル
ギーを、付加価値として導入できることは、大きなメリットとなり得る。しかし、出力電
力の小ささが、問題となることから、構造や振動の解析による改善が実用化の鍵となる。 
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1.2 目的 
 
 本研究では、自動車振動を回生するデバイスの開発を目的とする。自動車は多くの振動
を発生しているが、ゴムやショックアブソーバーなどで振動を吸収してしまい、熱エネル
ギーとして、無駄に消費されている。この振動のエネルギーを回生することで、消費され
るだけのエネルギーを活用できる形として取り出す。自動車にあと付けで導入できる、構
造体を目的とするため、発電素子としてはピエゾ式の素子を用いる。ピエゾ素子を用いる
メリットとして、構造がシンプル(素子+起歪体)であること、振動方向に対し三軸方向で検
出可能(起歪体形状により)、質量が軽量であることが挙げられる。 
PZT を用いた振動発電において課題となるのは、①発電エネルギーが尐ない、②効率的
に発電するための振動周波数が限定されている、③耐久性に劣るという点が挙げられる。
それらを、解決していくことが、本研究の重要な部分である。①の問題として、現状の発
電デバイスの出力は 5 m W 程度であり、エネルギー回生を行うためには太陽電池に匹敵す
る出力レベルと連続的な発電性能が必要となる。②の問題として、出力でベルの向上と連
続性を両立させるためには、広い周波数帯域で、大きさや方向の異なる振動を制御して、
発電阻止に伝えることができる振動伝達構造が必要であることがある。③は、PZT は脆性
材料のため壊れやすい。これらの問題を解決するために、振動源となる自動車の振動から、
よりエネルギーを回収しやすい構造を PZT 単体だけではなく、形状をより工夫し、PZT の
振幅を考慮した構造が必要となる。以上の点を考慮し、効率良く振動を回生できるデバイ
スを考案して、評価していくことが必要となる。 
そこで、本論文では、自動車振動の解析結果より、自動車振動に特化した振動発電デバ
イスの構造を考案し、より小型、且つ PZT の出力を大きく出力できることを目的とする。 
本論文の構成は以下のようになる。 
 章の構成としては、2 章で、自動車振動の振動実験及びその振動解析結果を述べ、3 章で、
本研究で提案する多モード振動発電デバイスの概要及び、同定実験を行いデバイス単体の
特性を示す。4 章では PZT を貼り付けた多モードデバイスの発電評価実験及び、より発電
量が大きくなるための条件検証を行う。 
以上から、最適な発電構造と、振動条件を検討し、6 章で本論文のまとめを述べる。 
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第 2 章 自動車振動解析 
 
今回の実験では、自動車の振動を計測し、共振周波数の解析を行なった。本章では、振
動回生に有効な振動特性を解析する。 
 
2.1 走行試験にあたっての事前検討 
今回、自動車の実走行試験を行うにあたって、自動車振動の大きい場所や、出現する周
波数の事前解析を行い、デバイスの設置場所、ターゲット周波数を決めた。自動車の振動
の大きい箇所として、自動車の前端、前方、エンジン、バネ下が挙げられる。自動車の前
端は、常にボディ曲げ共振振動の腹になるという理由で推奨設置場所として考えている。 
次に、車の前方は、加振源であるエンジンやラジエータ、モータなどが近いことや、サ
スペンション振動・エンジンマウント振動ともにフロントの寄与度がほぼそのまま出力さ
れるため、設置理由として挙げられる。エンジンは、2 重防振のマウントを利用し、振動の
ボディ伝達を減尐させているという理由である。最後にバネ下は、今後バネ上がアクティ
ブマウント、アクティブマスダンパなどの振動改善により、振動が減尐方向となるという
理由からデバイスの設置として考えられる。 
一方、自動車の振動の弱い箇所は、サスペンション上やホイールベース中心がある。
サスペンション上は、ボディ曲げ共振を加振しないように、節に設定されており、ホイー
ルベース中心はホイールベース共振のバウンス共振が出なくなるため、自動車の中でも振
動が出にくいと場所となっている 
次に、デバイスのターゲット周波数帯域としては、10～20 [Hz]がある。これは、車の固
有周波数が 10～20 [Hz]であることと、これに同調した共振(エンジン共振、サスペンション
共振など）があるホイールベース共振の 2 次振動の自動車の感度が高い、などといた理由
から推奨ターゲット周波数と考えている。また、高域側として 12～30 [Hz がある。この周
波数帯域は、ホイールベースにより異なるが、ボディ曲げ共振がでるため、ターゲット周
波数と成り得る。 
これらの点を考慮したうえで、自動車実走行試験を行う。 
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2.2 自動車振動計測 
 
本実験では、自動車に特化した微小振動発電デバイス開発における、自動車振動解析を
行った。実験方法は、加速度センサを自動車の各部分に張り付け、加速度センサからの出
力データを取得し、解析を行う。計測方法としては、計測時間 100s、サンプリング時間 1ms
とし加速度センサからの出力信号を取得した。各種詳細条件を、表 1 に示す。 
 
表 1 自動車実走行試験に対する試験条件 
計測器 オシロスコープ(帯域 200 [MHz]) 
計測時間 100 [s] 
サンプリング時間 1 [ms] 
センサ 加速度センサ(3 軸) 
計測信号 加速度[G/V] 
計測方向 鉛直、水平方向 
センサ帯域 DC ～100[Hz] 
データ数 100k[point] 
計測回数 各ルートで 2 回 
 
2.2.1 自動車走行試験(普通自動車) 
走行実験は計測車を、普通自動車である Honda ODESSEY とし実験を行った。実際の走行
車の写真は図 2.1 に示す。走行ルートとしては、ワインディングロード、市街地走行、未
舗装路の 3 か所のデータを取得した。各走行路の概要は図 2.2 ～図 2.4 に示す。坂が多く、
アップダウンが多い道をワインディングロードとし、舗装されていない砂利道を未舗装路
とした。段差などのないフラットな道で、自動車のストップアンドゴーのデータも取得で
きるよう信号もある道を市街地とし、計測を行った。加速度センサの設置場所としては、
ダッシュボード、トランク、ボンネットの３か所に設置した。一例として、ボンネットに
加速度センサを張り付けた写真を図 2.5 に示す。計測方向が前後と上下の振動となるよう
にセンサ方向を設置している。 
 
- 7 - 
 
 
 
図 2.1 計測車 Honda ODESSEY 
 
 
表 2 普通自動車計測条件 
計測条件 
車種 Honda ODESSEY 
 
走行路 
ワインディングロード 
市街地走行 
未舗装路 
 
センサ設置箇所 
ダッシュボード 
トランク 
ボンネット 
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図 2.2 ワインディングロードコース            図 2.3 市街地走行コース 
 
図 2.4 未舗装路コース        図 2.5 ボンネット設置箇所 
 
 
上下
前後
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2.2.2  車種による実走行試験比較(軽自動車） 
車種による振動の比較を行うため、普通自動車の計測に続き、軽自動車での走行実験を
行った。計測車種は軽自動車である、Mitsubishi eK-sport を用いた。実際の自動車を図 2.6 に
示す。走行ルートは、ワインディングロード、市街地走行、未舗装路の３か所としデータ
を取得した。加速度センサの設置場所は、ボンネット中央、ドアミラー、フロントフェン
ダー、ボンネット裏に設置した。 
風の影響を調べるため、ボンネット裏での測定を行った。ドアミラーは、片持ち梁とい
う構造や、風の影響も受けるため、振動が大きいと予測し測定箇所とした。フロントフェ
ンダーは、ボンネット中央の弾性率の違いを比較するため計測箇所とした。 
設置箇所の一例として、加速度センサをボンネット上に張り付けた写真を図 2.7 に示す 
以上の計測条件を、表 2 に示す。 
 
図 2.6 軽自動車 Mitsubishi eK-SPORTS        図 2.7 ボンネット中央の設置の様子 
 
表 2 軽自動車計測条件 
計測条件 
車種 Mitsubishi eK-SPORTS 
 
走行路 
ワインディングロード 
市街地走行 
未舗装路 
 
センサ設置箇所 
ボンネット中央 
ドアミラー 
フロントフェンダー 
ボンネット裏 
上下
前後
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2.2.3 バネ下、バネ上による実走行試験 
バネ上とバネ下による振動の資格を行うため、加速度センサを計測位置に張り付け、
データロガー(キーエンス NR-500)で振動データを計測した。計測車は普通自動車を使用し、
図 2.8 に示す Honda ELYSION を用いた。加速度センサの設置場所は、バネ下、バネ上に設
置した。バネ下としては、左前輪内側のベースに取り付けた。バネ上としてはトランクに
加速度センサを設置し、両者の比較を行った。加速度センサ取り付けの写真を図 2.9 に示す。
走行路は、未舗装路、石畳路、市街地の 3 か所で計測を行った。走行路の概要は、図 2.10、
図 2.11 に示す。また、以上の計測条件を表 3 に示す。 
  
 
図 2.8  計測車 Honda ELYSION       図 2.9 バネ下(左前輪内側）の 設置の様子 
 
 
図 2.10 市街地走行コース        図 2.11 石畳路コース 
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表 3 バネ上バネ下計測条件 
計測条件 
車種 Honda ELYSION 
 
走行路 
未舗装路 
石畳路 
市街地 
センサ設置箇所 バネ下 
バネ上 
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2.2.4 加振源による実走行試験 
振動減として大きな振動が生じていると予測したため、エンジンに加速度センサを設置
し計測を行った。計測車は Honda ODYSSEY を用い、走行路は、ワインディングロード、
市街地走行、未舗装路の 3 か所とした。走行路は、2.2.1 節と同じコースとした。設置場所
はエンジンに加速度センサを設置し、計測を行った。エンジンの部分温度を調べ、加速度
センサの限界温度に達しないエンジンを覆っている樹脂でできたカバーの上に加速度セン
サを設置した。エンジンに加速度センサを設置した写真を図 212 に示す。 
 
 
図 2.12 エンジン設置箇所 
 
表 4 エンジン設置走行計測条件 
計測条件 
車種 Honda ODESSEY 
 
走行路 
ワインディングロード 
市街地走行 
未舗装路 
センサ設置箇所 エンジン 
上下
前後
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2.2.5 速度比較及び、乗車人数比較による実走行試験条件 
 計測車両は Honda ODYSSEY とし、乗車人数を 5 人と 2 人、走行速度を 15-30km/h と
20-40km/h と変化させた条件で計測を行なった。設置箇所は、エンジンとトランク内の二箇
所とし、計測信号は加速度信号、計測時間を 100 [s]としている。加速度センサを設置した
箇所を、図 2。13 に示す。 
 
 
図 2.13 設置箇所(左)エンジン (右)トランク内 
 
表 5 普通自動車計測条件 
計測条件 
車種 Honda ODESSEY 
 
走行路 
ワインディングロード 
市街地走行 
未舗装路 
 
センサ設置箇所 
エンジン 
トランク 
 
 
上下
上下
前後
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2.3 実走行試験結果 
 本章では、前章の振動計測実験の計測結果を述べると共に、各計測箇所や、走行路の計
測データを比較し、振動が大きく生じる条件を特定し、デバイスの開発において有効とな
るような、自動車特有の振動特性を特定することを目的とする。 
 
2.3.1 振動計測データ 
本節では、普通自動車における、走行路とセンサの設置箇所の計測信号比較を行う。 
図 2.14 に、走行路をワインディングロードとし、各設置場所をダッシュボード、トランク、
ボンネットの時間応答波形を示す。鉛直方向には重力分(-1V）のオフセットを生じる。水平
方向、鉛直方向とも同じ場所で振動の影響を確認できる。設置箇所により、振動の大きさ
に差があり、ボンネットの振動が最も大きいことがわかる。図 2.15 に市街地と未舗装路の
ボンネットでの時間応答波形を示す。市街地では、信号などによる加減速時に水平方向で
20～30［ｓ］間のような影響がみられ、未舗装路では、水平・鉛直方向共に振動が大きく
検出されていることが確認できる。次に、図 2.16 で各設置箇所における、パワースペクト
ル密度を示す。各上図が上下方向の振動で、下図が水平方向のスペクトルとなっており、
走行路、設置箇所、計測方向により、振動特性に違いがあることが確認できる。 
ここで、計測の再現性を確認するために、同一条件で二回測定したデータの比較を行う。
走行路をワインディングロード、設置場所をダッシュボード、計測方向を水平方向とした
ときのデータの時間応答波形とパワースペクトルを図 2.17 に示す。図より、二つの計測デ
ータは一致しており、同一箇所計測での振動特性(時間応答/周波数応答ともに）の再現性が
高いことがわかる。また、上下方向と水平方向の相関についての図を図 2.18 に示す。比較
データは走行路 ワインディングロード、計測場所 ダッシュボード上での鉛直方向と水
平方向の相関解析の結果である。同一実験では、特定の周波数で鉛直と前後の振動相関が
見られることが確認できる。 
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    (a) ダッシュボード上(往路）   
 
        (b)トランク                   (c)ボンネット 
図 2.14 走行路をワインディングロードとしたときの各設置場所の時間応答波形 
 
 
(a)  市街地               (b) 未舗装路 
図 2.15 各走行場所の時間応答波形 
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      (a)ダッシュボード上                 (b)トランク 
 
 
(c)ボンネット 
図 2.16 各設置箇所におけるパワースペクトル 
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(a)  時間応答波形の比較 
 
(b) パワースペクトル比較 
図 2.17  再現性の確認 
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図 2.18 相関解析 
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2.3.2 計測軸方向、走行路による比較 
 
計測軸方向での比較 
図 2.19 に軽自動車のボンネット上での計測データとなる、鉛直方向と水平方向の加速度
に対する各走行路におけるパワースペクトルを示す。図より、ほぼ全域にわたって鉛直方
向のスペクトルが大きい。また、振動モードが複数現れるが、その周波数は水平方向と鉛
直方向で変化しないことも確認できる。よって、計測方向による違いは、周波数に関係な
く、スペクトルの大きさのみに関わる。 
走行路による比較 
図 2.19 の線の色の違いは、各走行路を示している。水平方向、鉛直方向いずれも振動周
波数は大きく変化はないが、スペクトルの大きさが変化することが確認できる。よって、
走行路の違いは、スペクトルの大きさに影響すると考えられる。 
 
 
 
図 2.19 軽自動車ボンネットでのパワースペクトル (上)鉛直、(下)水平 
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2.3.3 設置場所による比較 
図 2.20 にフロントフェンダーとドアミラー上で計測したデータを示す。計測車両は軽自
動車、計測軸方向は鉛直方向である。この画像の比較より、計測場所により振動周波数が
変化することが分かる。また、ドアミラー上は 2 次モード(43Hz 近傍)の振幅が大きく、設
置箇所により、共振の大きさも変化すると考えられる。 
よって、設置箇所の変化では、周波数特性に影響があると考えられる。 
 
 
 
 
図 2.20 計測場所による振動スペクトルの比較 (上)フロントフェンダー(b) ドアミラー 
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2.3.4 車種による比較 
ミニバン(オデッセイ）と軽自動車でのスペクトルを図 2.21 に示す。実験条件は、いずれ
もボンネット、水平方向での結果である。図の比較から、振動周波数が車種によって異な
る。ミニバンの振動周波数が 12[Hz]、31[Hz]、50[Hz]、軽自動車の振動周波数が 15[Hz]、62[Hz]、
109[Hz]と、振動周波数が高域側に現れることが確認できる。これは、軽自動車では重量が
軽量であることが原因でると考えられる。 
 
 
 
 
図 2.21 計測車両による比較(上)ミニバン  (下)軽自動車 
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2.3.5 ばね下・ばね上による比較 
 ばね上、ばね下での加速度振動比較の結果を図 2.22 に示す。計測車両はミニバン、計測
軸方向は鉛直方向の結果である。図の比較から、ばね下の方が全域で振動スペクトルが大
きいことがわかる。また、計測場所が異なるので共振周波数が異なる。特に、ばね上は重
量が大きいのでその周波数は低周波に出現することが確認できる。 
  
 
 
 
図 2.22 ばね下/ばね上での振動スペクトルの比較 (a)ばね下(b) ばね上 
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2.3.6 加振源、非加振源による比較 
加振源であるエンジンと、加振源から離れたドアミラーとのスペクトルの図を 2.23 に示
す。図の比較より、エンジンの方が大きな波形が確認できる。特に、鉛直方向での波形は、
ドアミラーに比べて、非常に大きい。よって、加振源付近は、推奨設置箇所として考えら
れる。 
 
図 2.23 エンジンとドアミラーのパワースペクトル 
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2.3.7 速度比較と乗車人数比較 
 ここではデバイス設置後に変化する条件のデータ比較を目的とし、速度の変化と、乗車
人数の変化による比較を行う。 
 
速度による比較 
 設置箇所をエンジン、走行路をワインディングロードして、走行速度を変更した走行
データのスペクトルを図 2.24 に示す。速度が変化しても、周波数に大きな変化が無いこと
が確認でき、速度の増加に伴い、スペクトルが増大している。よって、速度変化により周
波数特性は変化せず、スペクトルの大きさのみに関与することが確認できた。 
 
 
図 2.24 エンジンでの速度変化による比較(上)鉛直(下)水平 
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乗車人数による比較 
設置箇所をエンジン、走行路をワインディングロードして、乗車人数を変更した走行デ
ータのスペクトルを図 2.25 に示す。乗車人数が変化しても、スペクトルの大きさや、周波
数に大きな変化が無いことが確認できる。よって、乗車人数の変化は、生じる振動への影
響は尐ないことが確認できる。 
 
 
 
図 2.25 エンジンでの乗車人数による比較(上)鉛直(下)水平 
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2.4 走行試験まとめ 
本章についてのまとめを表 6 に示す。比較結果より、振動のスペクトルは走行路や走行
速度など、設置後に変動する条件により変化する。そして、振動の周波数はセンサの設置
箇所や、車種など取り付けの段階で決まる条件で定まることが分かる。よって、以上の実
験結果より、スペクトルの大きい箇所に設置し、その設置箇所と車種に合わせた、振動発
電構造が適していると考えられる。 
 
 
表 6 各計測条件での比較まとめ 
 
  
加速度方向の比較 ・スペクトルの大きさが変化
・振動周波数は変化無し
・振動周波数での各軸間の相関が高い
走行路の比較 ・スペクトルの大きさが変化
・振動周波数は変化無し
センサ設置場所の比較 ・振動周波数が変化
車両サイズの比較 ・（軽で）振動周波数が高域側にシフト
ばね上/ばね下設置の比較 ・ばね下の方がスペクトル大（→ターゲット！）
・ばね上/ばね下で共振周波数が変化
加振源、非加振源による比較 ・加振源(エンジン)の鉛直方向が大きく振動
速度比較 ・速度の増大に伴い、スペクトルも増幅
・振動周波数は変化なし
乗車人数比較 ・スペクトルの大きさ、振動周波数共に影響が少ない
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第 3 章 多モード振動発電デバイス評価実験 
 
3.1 多モード振動発電デバイス 
3.1.1 多モード振動発電デバイス概要 
図 3.1 に自動車走行振動の周波数特性であるスペクトル密度の一例を示す。3 つの線は走
行路条件の違いを示す。前章の結果より、図 3.1 に示される次のことがわかった。(1)振動ピ
ーク（固有周波数）が複数出現する。(2)この周波数は走行路等設置前の条件に依存せず一
定である。すなわち、自動車振動などを対象とする振動発電装置では、同時に特定の複数
の固有振動を対象とする発電構造が適していると考えられる。 
 
 
図 3.1 自動車振動のパワースペクトル 
 
そこで、本章では複数の周波数、すなわち多モード振動に対応できる構造を提案する。
多モード振動発電デバイスの幾何学的構造を図 3.2 に示す。複数のばね・質量・ダンパ要
素により構成される。このばね・ダンパ部のはり（板）に圧電デバイスを固着させ（また
は板そのものを圧電デバイスで構成し）、振動発電を行う。この構造の等価構造を図 3.3 に
示すが、このような構造で実現することも可能である。この構造は複数の板ばねと質量に
より構成される。図 3.2 ではマスとバネがそれぞれ 3 対の構成により実現されているため、
図 3.4 で示されるように、3 次の振動モードまで対応できる。この板ばねに圧電素子（PZT）
を貼り付け、印加される応力から多モード振動発電を行う。 
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図 3.2 提案する多モード振動発電装置  図 3.3 (等価)質点近似モデル 
 
 
    
図 3.4.  多モード振動形状 
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また、図 3.3 の 3 質点型の質点近似モデルの各パラメータを m1 = 1.74[kg]、m2 = 1.65[kg]、
m3 = 2.34[kg]、k1 = k2 = k3 = 9233[N/m]、c1 = c2 = c3 = 2.2[N/m/s]としたときの周波数特性を図
3.5 に示す。ugはベース加速度、u1は 1 層加速度、u2は 2 層加速度、 u3は 3 層加速度であ
る。同図より共振周波数が 3 次モードまで出現していること、また 1 層、2 層、3 層と共振
周波数が 29.7[Hz]、86.7[Hz]、131.4[Hz]のそれぞれに一致していることが確認でき、各周波
数での入力振動に対する振動増幅率も定量的に解析できる。すなわち、質量と板ばねの弾
性係数を適切に調整し、前節で同定した複数の振動周波数に一致させることにより、一つ
の発電デバイスにより複数の振動モードで同時にかつ効率的にエネルギー回生を行うこと
が出来る。このように、対象の固有周波数が与えられれば、計算により装置のばね・質量・
ダンパの各パラメータが導出でき、容易に設計・製作できることも提案装置の特長である。 
 
 
 
 
 
図 3.5 多モード発電デバイスの周波数特性 
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3.1.2 多モード振動発電デバイスの試作と応力解析 
 
ここでは、2 つの振動周波数を対象とし、2 対の質量と板ばねによりデバイスの試作を行
うとともに、3 次元振動解析用 CAD である CATIA により固有値と応力解析を行った。ま
ず、多モード発電デバイスの幾何学的構造は図 3.6 のように決定した。自動車振動の共振周
波数とデバイスの共振が一致するように以下の(1)～(4)の計算式により、各パラメータを設
定した。構造体の共振周波数はデバイスのばね定数、粘性定数、質量によって決定する。
また、ばね定数は板ばねの長さ、幅、厚さ、ヤング率によって決定する。試作した多モー
ド振動発電デバイスを図 3.6 に、そのパラメータを表 3.1 に示す。 
 
k1 = k2＝
bh3E
4l3
 
ω1
2・ω2
2＝
k1k2
m1m2
 
ω1
2 + ω2
2＝
3k1m1
m1m2
 
f1 =
ω1
2π
 , f2 =
ω2
2π
 
 
 
 
図 3.6 試作した多モード振動発電デバイス 
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表 3.1 多モード振動発電デバイスのパラメータ 
素材 アルミニウム 
板バネの長さ l = 0.04 [m] 
板バネの幅 b = 0.02 [m] 
板バネの厚さ h = 0.0007 [m] 
重りの重さ m1 =  m2 = 38 × 10
−3 [kg] 
 
 
設計したパラメータを基に、CATIA 解析によりえられた 2 つの振動モード形状とその応
力分布図を図 3.7 に示す。図の左端を拘束面としている。本解析結果より、1 次モードでは
右側の板ばねの拘束面よりで強い応力が発生し、また 2 次モードでは左板ばねの上部に強
い応力が発生することがわかる。これは片持ちばりのモーメントが支点付近で最大となる
ことを示しており、このような場所に PZT を設置すれば効率的発電が可能であると考えら
れる。 
そこで、試作した発電デバイスに対し、本解析によりえられた 2 箇所（s1:拘束面側の
板バネ、s2:自由端側の板バネ）にひずみゲージを貼り付け、ひずみ量を計測した。2 つの共
振周波数に対するひずみ量を図 3.8 に示す。横軸は、印加した共振周波数の正弦波振幅で
ある。入力振幅に対して線形的なひずみ量がえられていることが確認できる。また、1 次
モードに比べ、2 次モードの方がいずれの箇所でもひずみ量が大きいことがわかる。すな
わち、図 3.8 に示される各質量への振動増幅率とひずみ量の関係は一致しないことに注意
が必要である。 
 
 
図 3.7 多モード対応発電デバイスの構造と振動に対する応力分布 
 
 
 
 
1次ねじれモード 2次曲げモード1次曲げモード
拘束
１次モード：拘束側で応力大， ３次モード：拘束側に加え自由端側も応力大
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(a)一次振動モード 
 
(b)二次振動モード 
図 3.8 共振周波数に対するひずみ量の測定結果 
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3.1.3 バイモルフ圧電素子の仕様 
 
本研究にて使用したバイモルフ圧電素子の寸法と仕様を図 3.9 と表 2 に示す。バイモルフ
圧電素子とは 2 枚の圧電素子を貼りあわせた構造である。比較的大きめの変位を得る場合
に用いられる。2 枚の圧電素子のそれぞれに差動的な電圧を加えると伸縮方向が反対になる
ため反りが発生する。片持ち梁構造にすると先端が変位することを利用して位置決め素子
として使用できる。 
 
図 3.9 バイモルフ圧電素子の寸法 
 
 
表 3.2 バイモルフ圧電素子の仕様 
 
 
  
LPD3713X
変位量 150m at 70V
静電容量 450 nF 20%
誘電損失（tan） 3.0%
絶縁抵抗 100MΩ
形状 3.71.340.6 mm
- 34 - 
 
以下に圧電セラミックスの基本的性質を述べる。 
(A)圧電体と電歪体の関係 
電歪体とは、広義には、結晶に電界を印加した際、電界の二乗に比例した形の歪を示す
物質のことを言う。基本的には、常誘電体でも電界を印加すると、ごくわずかではあるが
電歪効果を示す。しかしリラクサ型誘電体では特に大きな電歪を示すことが知られている。
電歪については、最大誘電率温度付近で電歪も異常に大きくなる。電歪体は圧電体におい
て必要とされる分極処理捜査が不要、電界の極性を問わない(歪の形が左右対称)、歪のヒス
テリシスがほとんどない等の特徴がある。 
PZT のキュリー温度は通常 350 度程度である。よって室温付近では、比誘電率が数百と
小さく、圧倒的に圧電効果作用が大きいことから圧電セラミックスとして利用されている。 
一方、電歪体は基本的には常誘電体でも比誘電率が大きければいいので、PZT を含めた
強誘電体なら比誘電率が最も大きくなる温度付近で仕様すると、電歪材料として使用でき
なくなる。ということは室温付近にキュリー温度があり、比誘電率がとても大きく、電界
誘起歪が大きければ電歪材料として使用できる。 
 
(B)キュリー温度 
キュリー温度とは、圧電体の分野において、分極が消失する臨界温度のことをいう。実
用的な圧電セラミックスとしての観点からは、圧電セラミックスの使用温度範囲内にキュ
リー点がいくつもある材料は、相転移によって圧電特性が変化するために使用されない。
これにより PZT が設置できる場所が限定される。 
 
(C)圧電セラミックの物性 
 圧電セミラックスは、強誘電性セラミックを分極処理したものである。通常、図 3.9(a)の
ように、セラミック全体としては各分域の自発分極による打ち消しにより圧電性は見られ
ない。外部からある値以上の電界を加えると、図 3.9 の(b)のように結晶軸の揃った単一分極
の結晶(ドメイン・スイッチング)となる。図 3.9 の(c)のように分極処理後は外部からの微小
電界で圧電効果を示す。 
 
図 3.9 圧電セラミックの物性 
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(D)圧電セラミックの基本動作 
 圧電効果には正効果と逆効果とがある。正効果を図 3.10 に、逆効果を図 3.11 に示す。正
効果は外部から加えた歪みに対し、打ち消すように電荷が生じる。また、機会的応力に対
しては、応力比例の電界が発生する。反対に逆効果では、外部から電荷が加えられたとき、
それを打ち消すように内部に歪みが生じる。また、電界を加えると、電界比例の歪みが発
生する。 
 
 
図 3.10 圧電効果(正効果) 
 
 
図 3.11 圧電効果(逆効果) 
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(E)圧電セラミックの所定数 
 電気機械結合係数：変換器の電気対機械の変換能力を表す係数。圧電効果の大きさを表
す量の一つである。 
    𝑘 =  
𝑢𝑙
𝑢𝑖
  (ul：与えられた電気入力、ui：変換された機械出力) 
 
ポアソン比：垂直応力によって生じる横ひずみと縦ひずみの比率。PZT では 0.27～0.4 で
ある。 
 
ヤング率：垂直応力とその方向の縦ひずみとの比。 
 
圧電定数：圧電効果の大きさを表す量であり、通常 d と g で表す。d は印加電圧に対する
変位量から計算可能であり、g は印加した応力に対する電圧量から計算可能である。 
𝑑:
生じたひずみ
与えた電界の強さ
=
生じた電荷密度
与えた応力
 
 
𝑔:
生じた電界の強さ
与えた応力
=
生じたひずみ
与えた電荷密度
 
 
 
(F)バイモルフ型エレメントの構造 
 圧電セラミック 2 枚を貼り合わせた素子。力 F で屈曲させると、一方が伸び、一方が縮
み、両素子に電荷が発生し、それを電気的に取り出すように結線されている。バイモルフ
型エレメントにはシリーズ型とパラレル型がある。図 12 にそれを示す。 
 
図 3.12 バイモルフ型エレメントの構造 
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(G)バイモルフ型エレメントの特性 
表 3 にバイモルフ型エレメントの特性を示す。 
 
表 3.3 バイモルフ型エレメントの特性 
 
 
・PZT の物理特性 
 常温時の PZT の物理特性を表 3.4 に示す。 
 
表 3.4 PZT の物理特性 
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3.2 多モード振動発電デバイスのシステム同定 
3.2.1 多モード振動発電デバイスの加速度に対するシステム同定 
本節では、試作した 2 質点型の多モード振動発電デバイスの特性を確認するために実験
を行った。システム同定実験と正弦波掃引方による PZT の発電電圧に対する同定実験の詳
細と結果の比較について以下で示す。図 3.13 に実験構成写真を示す。 
 
 
 
図 3.13 加振実験の実験構成写真 
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(A)実験方法 
 拘束面ならびに各質点に加速度センサを配置し、加振機に電圧を印加しデバイスを鉛直
方向に加振させ、振動計測を行った。拘束面の加速度、および各質点の加速度を加速度セ
ンサにより測定する。ここでは、入力信号を拘束面の加速度信号 ug[G]、出力信号を各質点
の加速度 u1[G]、u2[G]としてシステム同定法により周波数特性を同定する。システム同定実
験の構成を図 3.14 に示す。また、使用した加速度センサを図 3.15 と図 3.16、その仕様を表
3.5 にそれぞれ示す。加速度センサの仕様は以下のとおりである。 
 
 
 
 
図 3.14 システム同定実験の実験構成 
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表 3.5 加速度センサの仕様 
 拘束面の加速度センサ 各質点の加速度センサ 
検出軸 3 軸 3 軸 
検出範囲 ± 2 [G] ± 2 [G] 
感度 0.1 [V/G] 1 [V/G] 
検出周波数 DC~1500 [Hz] DC ~ 80 [Hz] 
(z 軸のみ ~20[Hz]) 
電源電圧 12 [V] 5 [V] 
質量 40 [g] 3 [g] 
 
 
 
 
図 3.15 拘束面の加速度センサ 
 
 
図 3.16 各質点の加速度センサ 
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(B)システム同定法によるモデル化 
多モード振動発電デバイスの数式モデルを求めるためにシステム同定を行い、モデル
を導出する。システム同定法は実システムに対する実験によって取得された入力データ
に基づいて与えられたモデルの集合から実システムを最も近似するモデルを求める方法
である。以下がシステム同定の手順となる。 
 
[1]入出力データの取得、処理 
[2]データに基づき離散モデルを作成 
[3]モデルから制御対象のゲイン、極、零点を導出 
[4]モデルの妥当性の評価 
 
システム同定法は実システムに対する実験によって取得された入力データに基づいて
与えられたモデルの集合から実システムを最も近似するモデルを求める方法である。 
 
またシステム同定を行う際、ARX モデルを用いた。以下にその説明を記述する。 
 
(C)ARX モデル 
差分方程式 
)()()1()()1()( 11 kwnkubkubnkyakyaky bnan ba  ・・・・・・ ・・・・(3.1) 
を考える。 
このときモデルを記述するパラメータから構成されるベクトルを 
 
T
nn aa
bbaa ],,,,,[ 11  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.2) 
 
入力データのベクトルを 
 
T
ba nkukunkykyk )](),...,1(),(),...,1([)(  ・・・・・・・・・・・・・(3.3) 
 
と定義したとき、出力が 
)()()( kkky T   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.4) 
と表せるモデルである。 
ここで 2 つの多項式 
 
A(p)=1+a1p
-1
+・・・+𝑎𝑛𝑎 𝑝
−𝑛𝑎 𝐵 𝑝 =b1p
-1
+・・・+𝑏𝑛𝑏𝑝
−𝑛𝑏  
 
を導入する。ただし A(p)と B(p)は既約なシフトオペレータ p の多項式である。 
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すると(3.1)式は 
 
A(p)y(k)=B(p)u(k)+w(k) 
 
と書き直される。このように記述されるモデルを、ARX(Auto-Regressive eXogeneous)モデ
ルといい、これはシステム同定においてしばしば利用される重要なモデルである。また、
ARX モデルは後述する最小二乗法にとって都合のよいモデルであるため、最小二乗モデ
ルと呼ばれることもある。 
 
ARX モデルの一段先予測値の説明をする。 
まず、離散時間 LTI システムの一般的な表現は次のようになる。 
 
y(k)=G(p)u(k)+H(p)w(k)・・・・・・・・・・・・・・・(3.5) 
 
ここで、離散時間 LTI モデルにおける一段先予測誤差の定理を示す。 
(3.5)式で定義した離散時間 LTI モデルにおいて、時刻(k-1)までに測定された入出
力データに基づいた出力 y(k)の一段先予測値𝑦 (𝑘|𝜃)は 
 
𝑦  𝑘 𝜃 =  1 − 𝐻−1 𝑝、𝜃  𝑦 𝑘 + 𝐻−1 𝑝、𝜃 𝐺 𝑝、𝜃 𝑢(𝑘) 
 
で与えられる。ただし、𝜃はモデルを記述するパラメータより構成されるベクトル
である。このことから、ARX モデルの一段先予測値は 
 
𝑦  𝑘 𝜃 = 𝐵 𝑝 𝑢 𝑘 +  1 − 𝐴 𝑝  𝑦 𝑘 = 𝜃𝑇𝜑(𝑘) 
 
となる。ARX モデルは一段先予測値が𝜃に関して線形な関係式で記述できる。こ
のため、ARX モデルは線形回帰モデルとも呼ばれる。 
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(D)システム同定法 
モデルのベクトル θ を求めるにあたって用いた方法は最小二乗法（Least-Squares method）
である。以下にその説明を記述する。 
 
最小二乗法は、評価規範 
 
                                              ・・・・・・・・・・・・・・(3.5) 
 
を最小化する θ を求める。 
ここで 



N
k
T kk
N
NR
1
)()(
1
)(   



N
k
kky
N
Nf
1
)()(
1
)(   



N
k
ky
N
Nc
1
2 )(
1
)(  
として式(3.5)を計算すると 
 )()(2)()( NRNfNcJ TTN  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.6) 
となる。 
ここで未知のパラメータが１つの場合、式(3.6)中の 、 )(NR 、 )(Nf 、 )(Nc はすべて
スカラになり、それぞれ x 、 r 、 f 、 c とおく。すると式(3.6)は２次方程式となり、 
r >0 であるならば )(NJ N は下に凸となるためその最小値は次式によって簡単に導出でき
る。 
 cfxrxxJ
dt
d
N  2)(
2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.7) 
従って 
r
f
r  、つまり      であるとき )(NJ N は最小値をとる。 
一方、未知のパラメータが 2 つ以上の場合、基本的な考え方は同じで式(3.7)の 2 次関数
が式(3.6)の 2 次形式となる。また下に凸であるための条件は行列 R が正定値行列、つま
り逆行列が存在するという条件に対応する。 



N
k
T
N
k
N kky
N
k
N
J
1
2
1
2 )}()({
1
),(
1
)( 
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NR
Nf
x 

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(E)実験条件 
同定対象を多モード振動発電デバイスとし、各パラメータは表 3.6 に示す。実験条件は 
加振軸を鉛直方向とし、加振機を用いて加振を行う。入力信号は M 系列信号とし、周期を
255、入力振幅を 0.2 [V]、加振時間は 2.4 [s]、サンプリング時間は 2 [ms]とした。実験条件
と同定条件を表 3.7 に示す。 
計測したデータを図 3.17 に示す。上から印加電圧、デバイスのベース加速度(入力)、１層 
加速度(出力 1)、2 層加速度(出力 2)である。 
 
 
表 3.6 多モードデバイス 各パラメータ 
同定対象 
板ばねの長さ 0.04 [m] 
板ばねの幅 0.02 [m] 
板ばねの厚さ 0.0007 [m] 
重りの重さ 38×10-3 [kg] 
 
表 3.7 同定実験条件 
実験条件 
加振軸 鉛直方向 
加振機 EMIC 512-A(電流制御アンプ付き) 
入力信号 M 系列信号(周期 255) 
入力振幅 入力振幅：0.2 [V] 
加振時間 2.4 [s](1020 サンプル：4 周期分) 
サンプリング時間 2 [ms] 
同定条件 
同定モデル ARX モデル 
次数決定法 クロスバリデーション 
同定入力信号 デバイスのベース(加振機)加速度 ug [m/s
2
] 
同定出力信号 1 デバイスの 1 層加速度 u1 [m/s
2
] 
同定出力信号 2 デバイスの 2 層加速度 u2 [m/s
2
] 
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図 3.17 同定実験計測データ 
(上から印加電圧、デバイスのベース加速度(入力)、１層加速度(出力 1)、2 層加速度(出力 2)) 
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(F)シミュレーション結果 
図 3.18 は入出力間の相関を示した図である。相関とは入出力信号の間の類似性の度合い
を示す統計学的指標で、単位は無く、1 に近いときは 2 つの入出力信号には正の相関がある
といい、0 に近いときはもとの入出力信号の相関は弱いことを表している。より 1 に近く、
入出力相関が高ければシステム同定の精度もより期待できる。同図より 60～1000[rad/s]は
同定の精度が期待できる。 
 
(a) 1 層の入出力相関 
 
(b) 2 層の入出力相関 
図 3.18 入出力相関 
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(G)モデルの妥当性の検証 
以下の図 3.19 は同一入力に対する実験出力とモデル出力の比較である。実験出力とモデ
ル出力がほぼ一致し、その妥当性が確認できる。 
 
(a) 1 層のモデル出力と実験出力の比較 
 
(b) 2 層のモデル出力と実験出力の比較 
図 3.19 モデル出力(赤)と実験出力(青)の比較 
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3.2.2 加速度と PZT 出力電圧の周波数特性 
 
システム同定で導出された固有周波とで板ばねに貼りつけた 2 つの PZT の発電の周波数
特性を確認するために、PZT の発電電圧に対する同定実験を行う。ここでは、正弦波掃引
法を用い、PZT からの電圧出力を計測する。発電特性を正規化するために加振機へ印加し
た電圧に対する比としてそのゲインを導出する。実験構成を図 3.20 に示す。測定は 5[Hz]
～120[Hz]まで分解能 5[Hz]で行い、ゲインが大きくなった周波数付近では分解能 0.1[Hz]で
計測した。 
システム同定によるデバイスの固有周波数と PZT による発電電圧の比較を図 3.21 に重ね
て示す。同図より、まずシステム同定結果から 1 層、2 層ともに共振周波数が 3 次モードま
で出現していることが確認できる。PZT のゲインもその共振周波数とほぼ一致する周波数
において高くなっていることがわかる。このことから発電デバイスの持つ 3 つの共振周波
数において効率的に PZT が発電できていることが確認できる。また、PZT のゲインは 1 層
では 1 次モードのときに最も高くなっているのに対し、2 層では 2 次モードのときが最も高
くなっている。 
 
 
 
図 3.20 正弦波掃引方実験の実験構成 
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(a) 1 層の周波数特性の比較 
 
 
(b) 2 層の周波数特性の比較 
図 3.21 デバイスの固有周波数と PZT による発電電圧の比較 
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3.3 小型化モデル同定実験 
 
自動車に、実際に設置する際に、その大きさは一つの課題となる。本節では、多モード
振動発電デバイスの構造的メリットである、小型化が用意であることに着目し 2 つのモデ
ルに対し前節同様に加速度に対しての同定実験を行った。 
 
3.3.1 実験条件 
小型化モデルとして、2 つのデバイスを図 3.22 に示す。検証として、モデルを集中定数
系として考え、構造決定の際のパラメータである、マス質量や、バネ定数はある前節と同
一とした。一つ目は、マスの材料をアルミから真鍮に変更し、質量は同一のままマスの長
さを変更した。真鍮の比重は 8.45 とアルミの比重 2.68 と比べ約三倍の値であり、物体の質
量は体積と比重の乗算で表せるため、マスの長さを三分の一にすることが出来る。二つ目
は、マス材料はアルミで板バネを中心にマスを上下に分割することで、全体の大きさを縮
める。また、上下のマスの比率を調節するため、マスを十分割し中心をネジ留めしている。
イメージ図を図 3.23 に示す。 
 
 
図 3.22 (左)真鍮モデル (右)分割モデル 
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図 3.23 分割モデルのマス分割イメージ 
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まず、分割モデルとの比較検証のために、多モードデバイスの従来型モデルと分割モデ
ルのマスを同一位置にしたモデルの同定実験を行なったので、その結果を実験方法と共に
述べる。同定対象は、従来型モデルと分割モデルとし、板ばねの長さ：0.04[m],幅：0.02 [m],
厚さ 0.0007 [m] ,重りの長さ 0.07 [m] (38×10-3 [kg] )である。分割モデルは十分割したマスを
板バネに対し上下比率 10：0 として従来型モデルと同形状になるよう配置する。実験条件
として、加振軸を鉛直方向(z 軸)、入力信号は M 系列信号(周期 255、入力振幅：0.2 [V]、加
振時間 2.4 [s] (1020 サンプル：4 周期分)).サンプリング時間：2 [ms] とした。同定入力信号
をデバイスのベース(加振機)加速度 ug 、同定出力信号をデバイスの 1 層と 2 層加速度 u1 、
u2とする。実験時の各デバイスを図 3.24 に示す。 
 
 
図 3.24 (上)一体モデル (下)分割モデル 
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3.3.2 小型モデルのシステム同定 
 
 従来型モデルと分割型モデルの加速度に対するパワースペクトルのグラフを、図 3.25 に
示す。上のグラフからそれぞれ、𝑢𝑔が入力振動の加速度、真ん中が二層マスの加速度𝑢2、
下が一層マスの加速度𝑢1である。共振が 3 つ出ており、周波数に尐しズレはあるものの近
い周波数でピークが見られる。よって、分割モデルでも多モードデバイスとしての特性の
確認が出来た。 
 
図 3.25 従来型と分割型の周波数比較 
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次に、従来モデル(アルミ)と短縮型モデル(真鍮)の比較を行う。実験条件は従来型と分割
型の比較実験と同様とし、対象デバイスは、アルミと真鍮の比率を変化させ、マスの長さ
を変化させたモデルを用いる(マス重量は一定)。対象とするデバイスを図 3.26 に示す。そ
の周波数特性は図 3.27 となり、上の図が 2 マス、下の図が 1 マスの特性である。それぞれ
の線の色が、図 3.26 の図の色と対応している。 
 一次の共振は、一層二層共にすべてのデバイスで一致している。2 つ目のピークにおいて
は、各デバイスにより周波数のズレが見られ、短縮モデルではピークが生じていない。こ
れは、二つ目のピークが、ねじれモードの共振であり、マスが短くなったことにより、モ
ーメントが小さくなったことで、ねじれの振動が小さくなったと考えられる。しかし、一
次の曲げモードに関しては、短縮型モデルが最も大きい。よって、デバイスの材料変化に
より、マスの長さの変化により、曲げモードへの周波数特性の影響があることがわかった。 
 
 
図 3.26 短縮モデル 
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真鍮2：アルミ4
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図 3.27 分割型・短縮型 周波数特性 
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次に、小型化モデル検証を行う。実験条件は従来型と分割型の比較実験と同様とし、対
象デバイスは、マスの板バネに対する上下の比率を変更したデバイスを用いる。対象とす
るデバイスを図 3.28 に示す。十分割したマスを上下に 10：0、8：2、7：3、6：4 に配置し
たデバイスとなる。その周波数特性は図 3.29 となり、上の図が 2 マス、下の図が 1 マスの
特性である。それぞれの線の色が、図 3.28 の図の色と対応している。 
 一次の曲げモードとねじれモードの共振は、一層二層共にすべてのデバイスで一致して
いる。3 つ目のピークにおいては、各デバイスにより周波数のズレが見られる。マスを変化
させていくと、ねじれモード以降の周波数で、分割モデルより下がって行く傾向がみられ、
その分、ねじれモードでは大きくなる。マスの比率の変化により二次の曲げモードに影響
することが確認できた。 
 
 
図 3.28 小型化モデル 
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図 3.29 分割型と小型化周波数特性 
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3.4 三章まとめ 
 
多モードデバイスは振動モードとして、ねじれ、まげのモードとして出現することが確認
できた。また、デバイスの構造変化による、周波数特性の変化も確認ができ、小型化など
構造自体を変化させると、周波数特性に影響が出るが、その変化を活用し、共振数周波数
に合わせた調整を行うことが出来る可能性もある。マスの長さ変化により、ねじれ振動に、
マスの板バネに対する上下の比率の変化により、二次の曲げモードに影響することが確認
できた。ねじれ振動と曲げモードをどう活用していくかを、入力振動や、PZT の特性など
からも決定し、構造を決定していく必要がある。 
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第 4 章 多モード振動発電デバイス発電特性 
 
 前章で、多モードデバイス単体の特性の確認が出来た。本章では、PZT を貼り付けた多
モードデバイスに対し加振実験による出力特性の検証を行った。 
 
4.1 振動モードと PZT 発電 
 前章で、デバイスの共振周波数と PZT 電圧の出力特性の振動周波数は一致することが確
認できた。ここでは、PZT への異なる応力の与え方として、曲げモードとねじれモードに
よる PZT の発電特性の比較を行った。前章の結果として、真鍮モデルはアルミモデルに比
べ、二次のねじれモードが出現しないことがわかった。そこで、この 2 つのデバイスを比
較することで、各モードと PZT の発電の特性を確認する。実験条件を表 4.1 に示す。また、
今回はねじれ振動の確認のため、加速度センサで鉛直と水平の 2 方向の加速度を測定して
いる。各デバイスの構造及び、計測方向を、図 4.1 に示す。 
 
表 4.1 実験条件 
実験条件 
加振方向 鉛直方向 
入力信号 M 系列信号(周期：255 ) 
入力振幅 0.5 [V] 
加振時間 2.04 [s] 
サンプリング時間 2 [ms] 
同定条件 
同定モデル ARX モデル 
次数決定法 クロスバリデーション 
入力信号 デバイスのベース加速度 [m/s2] 
出力信号 1 デバイスの一層加速度 [m/s2] 
出力信号 2 デバイスの二層加速度 [m/s2] 
出力信号 3 
PZT の出力 dennatu  
[V] 
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 アルミモデルの出力信号を図 4.2 に示す。振動の大きさは、振動方向での比較では鉛直方
向で振動が大きく、一層に比べ二層の振幅が大きく出る結果となった。 
     
図 4.1 (左)アルミモデル(右)真鍮モデルと各デバイスの計測方向 
 
 
(b)二層加速度センサ (上)水平方向(下)鉛直加速度 
 
 
(d)一層加速度センサ (上)水平方向 (下)鉛直加速度 
図 4.2 アルミモデルの各加速度時間応答波形 
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また、一層二層に貼り付けた PZT の出力電圧の時間応答波形を図 4.3 に示す。上図が二層
の PZT 出力、下図が一層の加速度である。一層と比べ、二層の出力の方が大きく出力され
ている傾向が見られる。この、出力の違いを周波数特性から見るために、図 4.4 に、加速度
のスペクトル、図 4.5.に PZT 出力のスペクトルを示す。一層、二層ともそれぞれの方向で、
共振周波数が一致しており、PZT 出力のピーク周波数は加速度のピーク周波数と一致する。
ここまでは、3 章のシステム同定結果と一致する。 
今回の計測では、横軸の計測を行なっているため、図 4.4 の各層(a)(b)の鉛直方向である
青線と、水平方向の赤線の周波数特性を比較すると、鉛直方向は、46 Hz,198 Hz 水平方向
は、120 Hz に共振が確認できる。水平方向の振動は、デバイスのマスが横に揺れる振動で
あるので、ねじれモードの振動であることが分かる。それぞれのモードの PZT への影響は、
46 Hz の振動が最大となっており、一層、二層共に大きく出力されている。曲げモードにお
いては、加速度のピークが見られるものの、鉛直方向の加速度成分が大きいため、ピーク
としては現れていない。また、二次の曲げモードである 198 Hz の振動は、ピークとして出
現している。しかし、スペクトルとしては、他 2 つのモードより低くなる。これは、高周
波になることで、PZT の振幅が小さくなり、出力電圧が小さくなったと考えられる。 
 次に、真鍮モデルの加速度スペクトルと電圧のスペクトルを図 4.6、図 4.7 に示す。鉛直
方向の共振は 49Hz , 230Hz、水平方向は 57Hz となっており、一次の曲げモード以外ずれて
いることが分かる。二次の曲げモードにおいては、低周波側に推移しており、3 章でねじれ
が見えなくなった原因が分かる。PZT の発電への影響としては、一層、二層共に一次の曲
げモードの共振を大きく受けている傾向が見られ、二層のみ二次の曲げモードの共振の影
響を受けている。 
 
 
図 4.3 アルミモデルの PZT 出力電圧 (a)二層 (b)一層 
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(a) 二層マス加速度スペクトル (上)鉛直 (下)水平 
 
(b) 一層マス加速度スペクトル (上)鉛直 (下)水平 
図 4.4 アルミモデルの加速度パワースペクトル 
 
 
図 4.5 アルミモデルパワースペクトル (上)二層(下)一層 
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(a) 二層マス加速度スペクトル (上)鉛直･(下)水平 
 
(b) 一層マス水平加速度スペクトル (上)鉛直･(下) 
図 4.6 真鍮モデルの加速度パワースペクトル 
 
 
図 4.7 真鍮モデル パワースペクトル (上)二層(下)一層 
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図 4.8 にアルミモデルと真鍮モデルの加速度の時間応答、図 4.9 に PZT のスペクトルの比
較図を示す。青線がアルミモデルの時間応答、赤線が真鍮モデルの時間応答である。両軸
とも、二層より一層の方が大きく出力されている。真鍮モデルは、アルミモデルに比べ、
一層の電圧が大きく出力されており、一層と二層の出力が近い。 
また、この計測信号のスペクトルを図 4.9 に示す。時間応答と同じように、二層ではアル
ミモデルのほうのスペクトルが大きく、一層では真鍮モデルのほうが大きい。周波数特性
の違いとして、二層の方は、アルミモデルでねじれモードとなる 120 Hz 近辺でこの帯域に
ねじれモードを持たない真鍮モデルと比べ、大きく出ている。 
よって、以上の実験より、PZT 出力に主に影響を与えるのは曲げモードであり、特に低
い周波数帯となる一次の曲げモードが、大きく出力される。また、ねじれモードは、曲げ
モード重ならない部分においては、出力として影響することが確認できた。よって、デバ
イスの構造としては、マスを長くし、曲げモードとねじれモードが重ならないモデルが良
いと考えられる。 
 
(a)二層加速度 
 
(b)一層加速度 
 
図 4.8 アルミモデル・真鍮モデル加速度比較 
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(a)二層 PZT 出力電圧 
 
(b)一層 PZT 出力電圧 
図 4.9 アルミモデル・真鍮モデル PZT 出力周波数特性比較 
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4.2 多モード振動発電デバイスの三方向加振実験 
 
 前節で、振動モードと PZT の発電関係についての実験を行った。自動車振動の計測で、
水平方向と鉛直方向の 2 方向を計測しており、その周波数特性が一致していることが確認
できた。そこで、本節では振動発電デバイスに対し、3 方向からの加振を行い各方向におけ
る周波数特性を確認する。その周波数特性に合った設置方向を決めることで、より振動を
回生しやすくすることを目的とする。実験条件は表 4.2 とし、多モード振動発電デバイス
に対する振動方向の定義決めを図 4.10 に示す。実験条件は、前章と同じとし、計測信号を
入力信号のベースの加振方向とし、出力の計測加速度方向を 3 方向としている。振動方向
の定義決めとして、デバイスに対して鉛直方向を Z 軸、デバイスのピッチ方向の振動を X
軸、デバイスのロール方向の振動を Y 軸としている。デバイスは従来型のモデルを用い、
各パラメータは表 4.3 に示す。 
 
 
表 4.2 方向加振実験条件 
実験条件 
加振方向 鉛直方向 
入力信号 M 系列信号(周期：255) 
入力振幅 0.5 [V] 
加振時間 2.04 [s] 
サンプリング時間 2 [ms] 
同定条件 
同定モデル ARX モデル 
次数決定法 クロスバリデーション 
入力信号 デバイスのベース加速度[m/s^2] 加振方向 
出力信号 1 デバイスの一層加速度 [m/s^2] 3 方向 
出力信号 2 デバイスの二層加速度 [m/s^2] 3 方向 
出力信号 3 PZT の出力デバイス[V] 一層・二層 
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表 4.3 デバイス各パラメータ 
同定対象 
板ばねの長さ 0.04 [m] 
板ばねの幅 0.02 [m] 
板ばねの厚さ 0.0007 [m] 
重りの重さ 38×10-3 [kg] 
 
 
 
図 4.10 振動方向の定義 
  
Z
Y
X
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4.2.1 Z 方向加振 
 鉛直方向の計測方向の写真を図 4.11 に、その周波数特性を図 4.12 に示す。図 4.11 と図 4.12
の各矢印の色と線の色がそれぞれ対応している。大きな共振周波数としては、58.4 Hz, 154 
Hz, 226 Hz にピークが見られ、前章の周波数特性とほぼ一致する。しかし、今回の計測から
追加している、X 軸の計測結果から、154 Hz の振動は X 軸の振動が一層、二層共に大きく
出現していることが分かる。振動方向と、PZT の関係を示すため、図 4.13 に PZT 出力の周
波数応答を示す。58.4 Hz,154Hz に共通したピークがあり、17.8Hz は一層、226Hz は二層に
見られる共振のピークとなる。また、ねじれの振動となる Y軸の共振として見られる、34.2Hz
と 116Hz では PZT 出力に影響がないことが確認できる。 
 
図 4.11 Z 方向加振 
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(a) 二層 加速度周波数特性 
 
(b) 一層加速度周波数特性 
 
図 4.12 Z 方向加振周波数特性 
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図 4.13 Z 方向加振 PZT 出力 
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4.2.2 X 方向加振 
鉛直方向の計測方向の写真を図 4.14 に、その周波数特性を図 4.15 に示す。図 4.14 と図
4.15 の各矢印の色と線の色がそれぞれ対応している。大きな共振周波数としては、17.5Hz, 
92.9 Hz, 159 Hz, 218 Hz にピークが見られる。17.5 Hz は、Z 方向加振の時にも見られた X 方
向の振動であり、X 方向の加振により顕著に現れた。また、Z 軸方向で最も大きく生じた
58.4 Hz では共振を持たず、92.9 Hz で共振を持っており、加振方向により共振周波数が変わ
ることが確認できる。図 4.16 に PZT 出力の周波数応答を示す。周波数の特性としては加速
度の特性と一致しているが、17.5 Hz において、一層の出力が大きくなった。これは、一次
の曲げモードに近い振動が、17.5 Hz で生じており、一層のマスに大きく応力がかかってい
るためと考えられる。また、X 軸加振においても、Y 軸方向の共振は PZT 出力への影響は
小さい結果となった。 
 
 
図 4.14  X 方向加振 
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(a) 二層 加速度周波数特性 
 
(b) 一層 加速度周波数特性 
 
図 4.15  X 方向加振周波数特性 
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図 4.16 X 方向 PZT 出力電圧 
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4.2.3 Y 方向加振 
鉛直方向の計測方向の写真を図 4.17 に、その周波数特性を図 4.18 に示す。図 4.17 と図
4.18 の各矢印の色と線の色がそれぞれ対応している。他の方向の加振と比べ振動のピーク
にばらつきがあり、ピークの大きさとしても小さい傾向にある。図 4.19 に PZT 出力の周波
数特性を示すが、加振方向の Y 軸方向より、Z 軸、X 軸の共振の影響が大きく見られる。 
  
 
 
図 4.17 Y 方向加振 
  
Y方向加振
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(a)二層周波数特性 
 
(b)一層周波数特性 
 
図 4.18 Y 方向加振周波数特性 
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図 4.19 Y 方向 PZT 出力電圧 
 
4.2.4 三方向加振の比較 
 以上の比較結果より、PZT の発電には Z 方向、X 方向、Y 方向の振動が順に大きく影響
し、それぞれの振動方向により、生じる共振周波数も異なることが確認できた。このこと
から、デバイスの設置方向としては、最も共振時に振動が大きく、他の振動三方向の振動
も大きく恩恵の受けられる Z 軸を最も振動の生じる方向に設置することが、最適と考えら
れる。2 章の振動解析結果より、鉛直方向の振動が最も大きいため、自動車の上下方向に、
デバイス Z 方向を設置する。また、2 つ目の方向として、X 軸方向が PZT の発電として大
きいため、X 軸方向を自動車振動の前後方向の振動方向に設置する。前後方向の振動は、鉛
直方向に比べ、低周波が大きく出現する点もみられ、低周波域に大きく共振を持つ X 方向
での設置は有効と考えられる。また、その他の高い共振周波数は、自動車振動でも 200Hz
までは前後方向で相関があり、デバイスの共振においても近い値で出現しているため、上
下方向に Z 軸、前後方向に X 軸が最適であると考えられる。 
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4.3 自動車振動による加振実験 
 
 前節までで、多モード振動発電デバイスの発電特性を確認できた。本節では、2 章で計測
した自動車振動を、加振機で再現し、多モード発電デバイスの振動特性と、自動車の振動
特性の関係を検証する。 前節より、Z 軸方向に鉛直方向の振動、X 軸方向に水平方向の振
動により加振し評価を行う。 
 
4.3.1 加振実験条件 
 自動車振動は、①エンジン,砂利道、②トランク,ワインディングロードの 2 つの信号を用
いた。①の信号はデバイスの共振周波数と一致した共振周波数があり、②の信号はデバイ
スの共振とずれている。このニつの信号による応答を比較し、多モードデバイスの有効性
を検証する。多モード振動発電デバイスは前節と同ものを用いる。また、実験条件を表 4.4
に示す。入力振動は、加振機のストロークの関係から、元信号の 0.2 倍の振幅となる信号を
入力している。加振時間は 100 [s] サンプリング時間は 1 [ms]とし、自動車振動の再現は、
フィードフォワード制御(極零相殺)を用いた。計測信号は、一層と二層のマスの加速度信号
とし、X 方向,Z 方向のニ方向と各 PZT の出力電圧の計測を行う。 
Z 方向加振の計測方向を図 4.20 に、X 軸方向加振の計測方向を図 4.21 に示す。また、入
力信号と加振機出力を図 4.22、そのスペクトルを図 4.23 に示す。図 4.20 で振動の振幅が小
さくなっていることが確認できるが、図 4.21 より、周波数と共振は再現できていることが
分かる。この振動により加振実験を行う。また、水平方向の加速度スペクトルを、図 4.24
に示す。特長として、低周波のほうが大きく振動している。 
 
表 4.4 加振実験条件 
実験条件 
加振機 EMIC 512-A 
加振方向 Z 方向、X 方向 
入力信号 
①エンジン,砂利道 
②トランク,ワインディングロード 
入力振幅 元振動の 0.2 倍 
加振時間 100 [s] 
サンプリング時間 1 [ms] 
計測信号 1 デバイスの一層加速度 [m/s^2] Z,X 方向 
計測信号 2 デバイスの二層加速度 [m/s^2] Z,X 方向 
計測信号 3 PZT の出力デバイス[V] 一層・二層 
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図 4.20 鉛直方向の計測方向 
 
図 4.21 水平方向の計測方向 
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図 4.22 自動車振動と、加振機振動の時間応答 
 
図 4.23 自動車振動と、加振機振動のスペクトル(鉛直方向) 
 
図 4.24 自動車振動と、加振機振動のスペクトル 
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4.3.2 Z 方向加振実験結果 
 Z 方向の加速度のパワースペクトルを図 4.25、図 4.26 に示す。上図が二層、下図が一層
の出力となっている。緑の線が自動車振動、青が Z 軸方向、赤が X 軸方向の計測加速度で
ある。図中の縦の破線は振動のピークを示しており、図中の数値の周波数は自動車振動の
共振周波数で、図下の周波数が前章で計測したデバイスの共振周波数である。図より、自
動車振動の共振周波数と、デバイスの共振周波数の両方の周波数が出現することを確認で
きる。また、これまでの解析通り、一層.二層共に周波数特性は一致している。また、PZT
の出力を図 4.27 に示すが、こちらもこれまでの検証同様に加速度の共振点と PZT の出力の
周波数特性が一致していることが確認できる。 
  
 
図 4.25 Z 方向加振 ニ層加速度パワースペクトル 
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図 4.26 Z 方向加振 一層加速度パワースペクトル  
 
図 4.27 Z 方向加振 PZT 出力 
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4.3.2 共振の異なる自動車振動での比較 
 ここでは、異なる自動車振動を加えた時の出力データを比較する。自動車振動は①エン
ジン,砂利道と②トランク,ワインディングロードであり、①は図 4.25 であるので、②のパワ
ースペクトルを図 4.28 に示す。②の条件でも同様に自動車振動とデバイス共振の両方のピ
ークが確認できる。 
図 4.25 の 57.8 Hz に着目すると、この周波数は、デバイス共振の 57.8 Hz と、自動車振
動の 54.7 Hz が非常に近く、出力が一番大きく出ていることが確認できる。他の 73Hz と比
べると、自動車振動の大きさに対して、大きく増幅されていることが分かる。そして、図
4.28 の 57.8Hz は自動車の共振である 71.3 Hz とは離れていて、共振を持っているものの図
4.25 ほどの増幅率は見られない。よってこの 2 つのデータの比較より、自動車振動共振と
デバイス共振を一致させることで、振動が大きく出ることが確認できた。 
 
 
図 4.28 トランク,ワインディングロード 鉛直方向加振 スペクトル 
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4.3.3 水平方向の加振  
自動車振動で計測した、前後方向の加速度振動を、デバイスに対し X 方向で加振し計測を
行った。デバイスの X 方向からの加振は、前節より、低周波側の出力が大きいことが分か
っている。そこで、図 4.14.に示すように、前後方向の振動は低周波側で大きく振動するた
め、X 方向から加えることでより発電すると考えられる。図 4.29 に、X 方向加振時の PZT
の出力スペクトルを示す。自動車振動の共振となる 14.9Hz とデバイスの共振となる 17.1 Hz
が近い周波数となり、スペクトルとして他の共振よりも大きく出力されていることが確認
できる。よって、設置方向として X 方向に設置することが適していることが示された。  
 
図 4.29 X 方向自動車振動加振 PZT スペクトル 
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第 5 章 まとめ 
  
本論文では、新たな電力源として活用できるような、振動発電デバイスの開発を目的と
した。そこで、自動車振動の解析を行い、複数の共振点が出現することがわかり、その共
振点に合わせ、多モードの共振を持つ、多モード振動発電デバイスの提案を行った。そし
て、多モード振動発電デバイスに対し、システム同定実験を行い、周波数特性を取得し、
小型化したモデルの同定実験検証と比較実験を行った。また、PZT を貼りつけたモデルに
より、発電特性を計測し、多モード発電デバイスに対する評価を行った。 
これらの結果を考察する。まず、自動車振動解析では、走行路や車種、設置箇所など、
走行条件を様々に変化させ、加速度センサによる計測を行った。比較結果より、振動のス
ペクトルは走行路や走行速度など、設置後に変動する条件により変化する。そして、振動
の周波数はセンサの設置箇所や、車種など取り付けの段階で決まる条件で定まることが分
かる。よって、スペクトルの大きい箇所に設置し、その設置箇所と車種に合わせた、振動
発電構造が適していると考えられる。 
多モードデバイスは振動モードとして、ねじれ、まげのモードとして出現することが確
認でき、複数のモードで振動していることが確認できた。また、デバイスの構造変化によ
る、周波数特性の変化も確認ができ、小型化など構造自体を変化させると、周波数特性に
影響が出るが、その変化を活用し、共振数周波数に合わせた調整を行うことが出来る可能
性もある。マスの長さ変化により、ねじれ振動に、マスの板バネに対する上下の比率の変
化により、二次の曲げモードに影響することが確認できた。 ねじれ振動と曲げモードを
どう活用していくかを、入力振動や、PZT の特性などからも決定し、構造を決定していく
必要がある。 
発電特性評価では、多モード振動発電デバイスに対し三方向からの加振実験を行い。各
マスの三軸方向の加速度の計測を行うことで、デバイスの総合的な周波数特性評価を行な
った。PZT の発電には Z 方向、X 方向、Y 方向の振動が順に大きく影響し、それぞれの振
動方向により、生じる共振周波数も異なることが確認できた。このことから、デバイスの
設置方向としては、最も共振時に振動が大きく、他の振動三方向の振動も大きく恩恵の受
けられる Z 軸を最も振動の生じる方向に設置することが、最適と考えられる。2 章の振動解
析結果より、鉛直方向の振動が最も大きいため、自動車の上下方向に、デバイス Z 方向を
設置する。また、2 つ目の方向として、X 軸方向が PZT の発電として大きいため、X 軸方向
を自動車振動の前後方向の振動方向に設置する。前後方向の振動は、鉛直方向に比べ、低
周波が大きく出現する点もみられ、低周波域に大きく共振を持つ X 方向での設置は有効と
考えられる。また、その他の高い共振周波数は、自動車振動でも 200Hz までは前後方向で
相関があり、デバイスの共振においても近い値で出現しているため、上下方向に Z 軸、前
後方向に X 軸が最適であると考えられる。 
デバイスの周波数特性評価事件を基に、自動車振動の加振を行い、二方向からの加振で
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発電特性を確認した。結果として、Z 軸方向の振動では、横軸加振に比べ大きく出現し、共
振周波数を一致させることで更なる増幅効果があることが確認できた。また、水平方向の
加振においても、考察の通り、低域での出力が大きくなっていることが確認できた。以上
のことから、デバイスの特性評価と自動車振動特性の両方の検証が正しく、多モード振動
発電デバイスとして、より大きな出力を出すことができたといえる。 
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